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情報通信審議会 電気通信事業政策部会（第４３回）議事録 

 

１ 日時 平成３０年７月１８日（水) １４時００分～１５時００分 

２ 場所 総務省 第１特別会議室（８階） 

３ 出席者 

（１）委員（敬称略） 

山内 弘隆（部会長）、岡田 羊祐、熊谷 亮丸、知野 恵子、 

森川 博之（以上５名） 

 

（２）専門委員（敬称略） 

   一井 信吾、河村 真紀子、佐藤 治正（以上３名） 

 

（３）総務省 

  （総合通信基盤局） 

渡辺 克也（局長）、古市 裕久（電気通信事業部長）、 

小笠原 陽一（総務課長）、竹村 晃一（事業政策課長）、 

藤野 克（料金サービス課長）、大塚 康裕（料金サービス課企画官）、 

深堀 道子（番号企画室長） 

 

（４）事務局 

後潟 浩一郎（情報流通行政局総務課総合通信管理室長） 

 

４ 議 題 

（１）報告事項 

①「平成31年度以降の接続料算定における長期増分費用方式の適用の在り方」 

について               【平成29年11月15日付け諮問第1226号】 

②「固定電話番号を利用する転送電話サービスの在り方」について 

【平成30年４月10日付け諮問第1228号】 
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開  会 

 

○山内部会長  それでは、ただいまから、第４３回情報通信審議会電気通信事業政策部

会を開催いたします。 

 本日の出席状況でございますけれども、委員が８名中５名が出席しておりますので、

定足数を満たしております。ご報告を申し上げます。 

 

報告事項 

 

  ①「平成３１年度以降の接続料算定における長期増分費用方式の適用の在り方」につ

いて 

【平成２９年１１月１５日付け諮問第１２２６号】 

 

○山内部会長  それでは、お手元の議事次第に従いまして、議事を進めてまいりたいと

思います。 

 本日の議題ですけれども、報告事項が２件となっております。本日の会議は、案件の

説明のために、接続政策委員会から佐藤主査代理に、電気通信番号政策委員会から一井

主査代理、河村専門委員にご出席をいただいております。 

 それでは、議題の１番目、諮問第１２２６号「平成３１年度以降の接続料算定におけ

る長期増分費用方式の適用の在り方」についてでございます。本件は、接続政策委員会

において調査・検討を行っていただいておりましたけれども、本日は同委員会の主査で

ある相田委員がご欠席ということでありまして、同委員会の主査代理である佐藤専門委

員よりご説明をお願いしたいと思います。 

 それでは、佐藤専門委員、どうぞよろしくお願いいたします。 

○佐藤専門委員  それでは、「平成３１年度以降の接続料算定における長期増分費用方

式の適用の在り方」につきまして、接続政策委員会における調査・検討の結果をご報告

いたします。 

 本件は、昨年１１月１５日開催の当部会において、接続政策委員会で調査・検討を行

うこととされたものでございます。その後、接続政策委員会を８回開催し、関係事業者

ヒアリングや論点整理など、議論を積み重ね、お手元の資料４３－１－２のとおり、委
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員会としての報告書を取りまとめさせていただきました。 

 目次をご覧ください。報告書の構成ですが、第１章では、接続料の現状として、これ

までの経緯や電気通信市場の環境変化等についてまとめております。第２章以降では、

本件の検討事項に沿って、それぞれ考え方をまとめております。第２章の長期増分費用

方式の適用等では、平成３１年度以降の接続料算定における長期増分費用方式のモデル

の適用方法について、考え方をまとめております。長期増分費用モデル研究会で新たに

作成された改良ＰＳＴＮモデルと改良ＩＰモデル。２つのモデルの適用方法について、

まずは改良ＰＳＴＮモデルによって接続料算定を行うこととし、これが公正な競争環境

の確保の見地から適切でない場合には、２つのモデルの組み合わせによって接続料算定

を行うことが適当としております。 

 報告書の概要を資料４３－１－１にまとめておりますので、詳細につきましては事務

局から説明をお願いいたします。 

 以上です。 

○山内部会長  それでは、事務局からご説明をお願いいたします。 

○大塚料金サービス課企画官  事務局でございます。 

 お手元の資料４３－１－１により説明させていただきます。冒頭１ページの「検討の

経緯等」、それから３ページの「報告書の構成」につきましては、ただいま佐藤主査代

理からご紹介いただきましたので割愛させていただきます。報告書の章立てに沿って、

以下、概要を説明させていただきます。 

 まず第１章「接続料の現状」について、４ページをお願いいたします。左側のグラフ

に契約数の推移をまとめてございます。青い線、加入電話とＩＳＤＮの契約数は一貫し

て減少傾向にございまして、足元におきましては、前年度比約８.４％の減少というこ

とになってございます。また、グラフにはございませんけれども、通信の量、トラヒッ

クにつきましても、同様に、一貫して減少傾向ということになってございます。一方、

右側は、接続に当たって必要となりますコストでございますけれども、接続料原価の推

移を表してございます。青い線、長期増分費用方式により算定いたしました接続料原価

につきましては、足元で、前年度比約６.７％の減少という姿になってございます。 

 こうした推移の結果でございますけれども、接続料の推移を次の５ページに掲げてご

ざいます。通信量、通信料原価のいずれも、今ほど申しましたとおり、一貫して減少傾

向にございますが、通信量の減少率が接続料原価の減少率を上回って推移しております
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ため、接続料の単価は年々上昇してございまして、５ページの左側にあります棒グラフ

のとおり、平成３０年度について長期増分費用方式導入以来、最高水準というところに

達してございます。 

 また、電気通信市場の環境変化といたしまして、５ページの右側にまとめられてござ

いますとおり、ＮＴＴ東西は平成３３年から３７年にかけまして、交換機によって構成

されるネットワークから、ルータによって構成されるＩＰネットワークへと段階的に移

行する方針を公表されているところでございます。以上を前提といたしまして、「平成

３１年度以降の接続料算定における長期増分費用方式の適用の在り方」について検討が

なされたところでございます。 

 第２章「長期増分費用方式の適用等について」でございますが、３１年度以降の適用

のあり方自体の前に、ＩＰ網への移行後を見据えた接続料算定のあり方について、基本

的な考え方がまとめられてございます。６、７ページにより、４点ご紹介させていただ

きます。 

 まず６ページでございますが、１.１「ＩＰ網への移行過程及び移行後における長期

増分費用方式の適用について」でございます。当面のＰＳＴＮの利用について、また、

今後のＩＰ網への移行局面について、接続料算定における非効率性の排除とともに、公

平性、透明性の確保が可能な長期増分費用方式を適用することの意義は依然として変わ

らないとされてございます。また、６ページ下段でございますけれども、１.２の「Ｉ

Ｐ網への移行時の接続料算定に関する留意点」といたしまして、接続ルート切替の順序

や時期は、必ずしも当該接続事業者の都合のみによって決まらないという事情を踏まえ

まして、事業者間で接続料負担の差異が生じないようにするための措置として、個別事

業者の接続ルート切替の前後で接続料を区別せず、単一の料金を適用する方法が考えら

れるとされてございます。 

 次に、７ページをお願いいたします。１.３「次々期適用期間以降の接続料算定に向

けた検討課題」といたしまして、２点まとめられてございます。メタルＩＰ電話で用い

る設備の内容、それから実際費用の見通し等につきまして、ＮＴＴ東西は、できる限り

早期に明確にしていくことが求められるということが、まず、まとめられてございます。

また、もう一点、長期増分費用モデルの今後の見直しに当たっては、ユニバーサルサー

ビスに関する今後の検討状況を踏まえつつ、光ファイバなどメタル回線以外の方法によ

ってもサービス提供が可能な設備構成とする等、技術の進展を反映した、より効率的な
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モデルを検討することが必要とまとめられてございます。 

また、１.４におきまして、「事業者間協議における着信接続料の設定」について取り

上げられてございます。長期増分費用方式は、ＮＴＴ東西の加入者交換機能等の接続料

算定に適用されるものでございますけれども、ＮＴＴ東西以外の事業者の固定網への着

信接続料について、事業者間協議において合意が得られず、裁定がなされる場合におい

て、原価等の算定に当たって、近似的に長期増分費用方式を用いることとされてござい

ます。こうしたベンチマークへの活用可能性も念頭に、今後、長期増分費用方式モデル

のさらなる改良の検討を進めることが必要とされてございます。 

 次に８ページをお願いいたします。第２章の後半、「平成３１年度以降の接続料算定

における長期増分費用方式の適用」について説明させていただきます。総務省は、平成

２８年１０月より、長期増分費用方式モデル研究会において、平成３１年度以降の接続

料算定に適用可能なモデルといたしまして、交換機から構成されるネットワークを前提

とする改良ＰＳＴＮモデル、それから、交換機等のＩＰ化によって一層の効率化が図ら

れたモデルである改良ＩＰモデル、この２つのモデルについて検討いただき、昨年７月

に報告書を取りまとめていただきました。これを受けまして、接続政策委員会において、

平成３１年度以降の接続料算定に当たっての長期増分費用方式の適用について検討がな

されてございます。 

 ８ページの中ほど、明朝のところに考え方がまとめられてございます。まず、１点目

にございますとおり、長期増分費用方式の適用に当たっては、実際のネットワークがど

のような設備構成で設置されているかにとらわれず、現在想定される高度で新しい電気

通信技術を利用した効率的な設備構成を想定することが制度の趣旨に適っており、モデ

ル研究会において新たに策定された改良ＩＰモデルを用いて接続料算定を行うこととす

ることは、公正な競争環境の確保を求める制度の趣旨に適っているとまとめられてござ

います。他方、明朝の２点目でございますけれども、既存利用者の円滑な移行への考慮

も必要であり、効率的なネットワークへの移行を瞬時に行うことができないことも事実

とされているところでございます。こうした中、３点目でございますが、現時点におい

て、ＩＰ網を前提とした算定への移行を終了する時期を特定するのは時期尚早と考えら

れることから、当面の間はＩＰ網を前提とした接続料原価の算定に向けた段階的な移行

の時期として対応することが、より適切であるということが整理されてございます。 

 この考え方を受けまして、８ページの上段のゴシックの箇所でございますけれども、
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次期適用期間における接続料算定は、段階的な移行の手段として、まずは改良ＰＳＴＮ

モデルにより行うこととしつつ、仮に、改良ＰＳＴＮモデルによる接続料水準が利用者

料金との関係でスタックテストの検証に耐えられないということが分かった場合には、

改良ＰＳＴＮモデル単体での算定に代えまして、改良ＰＳＴＮモデルと改良ＩＰモデル

との組み合わせへ移行の段階を進めることとするということがまとめられてございます。 

 両モデル、改良ＰＳＴＮモデルと改良ＩＰモデルを組み合わせての接続料算定につい

て、詳細を９ページに掲げてございます。ＧＣ接続、それからＩＣ接続といった通信形

態ごとに両モデルにより算定した値を、４対１、３対２等、いずれかＮＴＴ東西が選択

する比率により組み合わせて、スタックテストの検証に耐え得る接続料の水準を設定す

るとされてございます。以上が、第２章「長期増分費用方式の適用等」の内容でござい

ます。 

 次いで、第３章以下の内容について説明させていただきます。 

 １１ページをお願いいたします。第３章「ＮＴＳコストの扱い」でございます。き線

点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストにつきましては、通信量の増減に感応しないNon‐Traffic 

Sensitive Costの一つでございますけれども、接続料原価において賄われてきてござい

ます。仮に、このコストを接続料原価に算入し続ける場合には、これを算入しない場合

と比較して、ＩＣ接続料で見まして、３分間当たり２円あるいは２.５円ほど高いもの

となります。 

 他方、このコストを全て基本料の費用範囲内において回収するということにいたしま

すと、現状、ユニバーサルサービス基金への拠出事業者の大宗が、番号単価相当額をそ

のまま利用者に請求しているという状況においては、利用者負担が大幅に増大するとい

うことが見込まれるところでございます。 

 これを踏まえまして、次期適用期間におけるＮＴＳコストの取り扱いでございますけ

れども、「固定電話網の円滑な移行の在り方 二次答申」で提言されておりますユニバ

ーサルサービス制度の検討を行った上で、当該コスト、ＮＴＳコストの扱いについて見

直しを行うべきとまとめられてございます。 

 次の項目、１２ページをお願いいたします。第４章「東西均一接続料の扱い」でござ

います。ＮＴＴ東西の接続料原価は、それぞれに算定されるものでございまして、接続

料は別々に算定され、設定することが原則でございますが、これまで利用者料金におい

て地域格差が生じることへの懸念から、東西均一接続料が採用されてきたところでござ
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います。今回の検討におきましては、例えば改良ＰＳＴＮモデルで計算したＩＣ接続料

において、平成３３年度で１.６円から１.９円ほど東西間の格差が生じる見込みとなっ

てございまして、依然として東西別の接続料に是正することは、負担の変動が著しく大

きくなるということから、現実的ではないとされてございます。 

 なお、次々期適用期間以降につきましては、ＩＰ網への移行状況や移行後の提供サー

ビスにおける利用者料金と接続料との関係等を踏まえまして、検討を行うことが適当と

されてございます。 

 次に、１３ページをお願いいたします。第５章「接続料算定に用いる入力値の扱い」

でございます。入力値につきましては、平成２６年度から２８年度までのデータを用い

まして、３つの予測方法による接続料を算定し、その予測値と実績値との乖離幅、当年

度実績値との乖離幅について検証を行いました。この結果、従来採用されてまいりまし

た予測方法、すなわち、前年度下期と当年度上期の通信料を通年化するという予測方法

が、依然として適当であるとされてございます。 

 次に１４ページをお願いいたします。第６章「ＰＳＴＮ接続料と光ＩＰ電話接続料と

の関係」でございます。この点につきまして、ＰＳＴＮと光ＩＰ電話とは異なるネット

ワークであり、設備構成、それから機能等に差異があることから、両者の接続料を加重

平均して、接続料として適用することは行わないことが適当であるとされてございます。 

 なお、次々期適用期間以降につきましては、メタルＩＰ電話と光ＩＰ電話とがコアネ

ットワークを共有するということになりますものの、原価算定方式、それから機能等の

差異が依然として存在することを踏まえまして、同一接続料とする場合の方法等を改め

て検討することが必要とされてございます。 

 引き続き、第７章「新たな算定方法の適用期間」でございます。これまで、多くの場

合において適用期間が３年とされておりますことに加えまして、次々期に向けたモデル

の見直しや接続料算定の在り方に関する検討に、２から３年程度の期間を要すると想定

されることから、今般、平成３１年度以降の接続料算定方式の適用期間は３年間とする

ことが適当とされてございます。 

 最後でございます。１５ページをお願いいたします。第８章「今後の接続料算定の在

り方について」でございます。１点目、国内の固定電話市場においては、ネットワーク

のＩＰ化は着実に進んでございます。２点目、それにもかかわらず、次々期適用期間以

降の接続料につきまして、依然としてＰＳＴＮの要素を用いて算定し続けるということ
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になりますと、接続料を支払う接続事業者にとって、より大きな費用負担となるところ

でございます。接続事業者自身が、いかに自らのネットワークのＩＰ化によって効率化

を図ったといたしましても、それによっては、その費用負担は変わらないものでござい

まして、ネットワークのＩＰ化や光化等による効率化へのインセンティブが十分に働か

ないおそれがあるとまとめられてございます。 

 最後でございますが、固定電話サービスが、これまでと同様に、社会経済活動に不可

欠な基盤として、誰もが利用可能な料金水準で今後も提供されるためには、需要に応じ

た効率的なサービス提供がなされる必要がありますところ、接続料についてもネットワ

ークのＩＰ化や光化等の技術の進展を踏まえた、さらなる低廉化が促進されるような仕

組みを検討していく必要があるとまとめられてございます。 

 以上、今後の接続料算定のあり方を含めまして、接続政策委員会の報告書の内容をご

紹介させていただきました。 

○山内部会長  どうもありがとうございました。 

 その上で、佐藤委員から何かコメント等ございますか。 

○佐藤専門委員  特に今はないです。 

○山内部会長  よろしいですか。 

 それでは、今、ご説明がありました内容について、ご意見、ご質問があればご発言願

いたいと思いますが、いかがでございましょうか。 

 どうぞ、熊谷委員。 

○熊谷委員  どうもありがとうございました。 

  

報告書の内容に関しては、全く異議はございません。その中で、１５ページの部分で、３

４年度からの検討する視座を与えていただいたということで、ここは非常に評価できる

のではないかと考えます。 

 特に私が傾聴に値すると思ったのは、２つ目の丸の下から二、三行目のあたりで、ネッ

トワークのＩＰ化だとか、光化等によるさらなる効率化へのインセンティブが十分に働

かないおそれがあるということ。それから、３つ目の丸の部分の上２行のあたりで、固

定電話サービスが、これまでと同様に、社会経済活動に不可欠な基盤として、誰もが利

用可能な料金水準で今後も提供されるためには、需要に応じた効率的なサービスの提供

がなされる必要がある。特にこのあたりは、今後の検討に際して非常に重要な視点だと

思いますので、ここは非常にいい視座を与えていただいたのではないか。 

 以上、意見として申し上げたいと思います。 
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○山内部会長  ありがとうございます。ほかにご発言ございますか。 

 今回の接続料の話は、例のＰＳＴＮの巻き取りの問題がありますので、それを見据え

た方向性というのを示していただいたということで、重要な意義を持っていると思って

おります。 

 どうぞ。 

○佐藤専門委員  今ご意見いただいたとおりで、新しいネットワークがこれから出て新

たにＩＰ化が進んでいく、光化が進んでいく。やっぱりこのネットワークをいかにうま

く使って、効率化も働かせて、新しいサービスの開発やユーザーの利便性を高めるとい

うところにつなげていくかというのが大事だと思います。今のコメントはおっしゃると

おりで、そういう意味では、コストを下げる効率化のインセンティブだけでなく、それ

を広くいろんなユーザーに適用できるような、そういう意味でのインセンティブも図っ

ていく必要があるかと思いました。どうもありがとうございました。 

○山内部会長  そのほか、本件についてご発言は。特によろしゅうございますか。 

 それでは、今ご意見いただきましたが、お聞きのように、報告書について大きな修正

を要するものではなかったと理解しております。つきましては、本報告書を当部会の答

申（案）として了承いたしまして、意見招請の手続を行いたいと思いますけれども、よ

ろしゅうございますでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○山内部会長  ありがとうございます。それでは、具体的な手続は事務局にお願いいた

したいと思います。 

 

  ②「固定電話番号を利用する転送電話サービスの在り方」について 

【平成３０年４月１０日付け諮問第１２２８号】 

 

○山内部会長  続きまして、２つ目の議題ですけれども、諮問第１２２８号「固定電話

番号を利用する転送電話サービスの在り方」についてでございます。本件は、電気通信

番号政策委員会において、調査・検討を行っていただきました。本日は、同委員会の主

査である相田委員がご欠席ということでございますので、同委員会の主査代理である一

井専門委員よりご説明をお願いいたしたいと思います。また、同委員会から河村専門委

員にもご出席いただいております。 
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 それでは、一井専門委員、どうぞよろしくお願いいたします。 

○一井専門委員  電気通信番号政策委員会の主査代理といたしまして、「固定電話番号

を利用する転送電話サービスの在り方」についての検討結果をご報告いたします。 

 固定電話番号、いわゆる０ＡＢ～Ｊ番号ですけれども、これを利用する転送電話サー

ビスについては、例えば法人職員が外出時に自社の固定電話番号を使用した発着信を行

うなどのニーズがあります。一方、固定電話番号から想起する地域やサービスとは異な

る発着信でも、通話の相手にはその固定電話番号による発着信であるかのように装うこ

とも可能であるなど、固定電話番号が確保してきた識別性や、これを通じた社会的信頼

性の前提に疑義が生じかねない状況となってきています。 

 固定電話番号の識別性や社会的信頼性を確保し、番号を適切に使用して転送電話を提

供する事業者が、適切にサービス提供を行い、かつ利用者が安心してサービスを利用で

きる、こういうことを目的として、転送電話に関するルールの明確化が求められてきて

おります。 

 このため、本報告書では、地理的識別性及び社会的信頼性の確保、通話品質の識別性

の確保、緊急通報の確保、並びに、番号指定事業者からの番号の卸提供による転送電話

サービスの提供について、そのあり方について提言しております。さらに、今後の取り

組み、フォローアップについても提言しております。 

 本件につきましては、４月１０日の電気通信事業政策部会において諮問が行われてか

ら、相田主査のもと、電気通信番号政策委員会を計５回開催し、議論を重ねてまいりま

した。具体的には、４月１３日に諮問事項の説明を受け、転送電話関係事業者などへの

ヒアリングを行い、論点整理にかかわる議論を経て、７月１０日に報告書を取りまとめ

た次第です。 

 本報告書の詳細につきましては、委員会事務局より説明していただきますので、よろ

しくお願いいたします。 

○山内部会長  ありがとうございました。それでは、事務局からご説明をお願いいたし

ます。 

○深堀番号企画室長  それでは、資料４３－２－１に基づきましてご説明させていただ

きます。 

 １ページ目をごらんください。検討に当たっての基本的な考え方でございます。固定

電話番号、いわゆる０ＡＢ～Ｊ番号につきましては、電気通信事業者が固定電話サービ
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スを提供する際に使用されてきた番号であり、番号を見ることによって、発着信を行っ

ている地域がどこであるか、固定電話であるという、サービスの種類が識別できる、ま

た通話品質も確保されているなど、社会的な信頼性があるものとして、国民生活に広く

浸透しているものです。 

 こうした中で、転送電話に関しましては、例えば法人の職員が営業や出張、テレワー

クなどの場合に、会社の固定電話番号を利用した発着信を可能とするサービスについて

はニーズもありますし、加入電話の時代も含め、従来から提供されてきているというも

のでして、こうしたサービスをうまく活用していくことによって、働き方改革への寄与

や、利用者利便の向上も期待されております。 

 他方で、近年、転送電話につきましては、多様な形態のサービスが提供されるように

なってきており、一般利用者の方々からごらんになったときに、固定電話番号から想起

する地域やサービスとは異なる発着信も可能になってきており、この場合、通話の相手

に対して、固定電話番号による発着信であるかのように装う、すなわち一般利用者に対

して、意図的に誤認をさせるといったことも可能となっております。このようなサービ

スがどんどん拡大していきますと、これまで固定電話番号が確保してきた識別性や、こ

れを通じた社会的な信頼性といったものの前提に疑義が生じていくこととなります。 

 現行制度におきましては、固定電話番号を転送ではなく、通常の固定電話サービスと

して使用される場合には、地理的識別などのさまざまな条件の確保が求められておりま

すが、固定電話番号が転送電話に使用される場合のルールは、十分に整備されてきてお

りませんでした。このため、どのような転送サービスが許容されて、どのような転送サ

ービスが許容されないのかといった基準が不明確になっており、サービス利用者の利便、

一般利用者の方の保護、事業者のサービス提供に係る正当性や公平性、予見可能性など

を確保するという観点から、課題が顕在化してきていた状況でした。 

 今般の番号の使用に関する電気通信事業法の改正も契機としまして、固定電話番号の

識別性や社会的信頼性を確保しながら、番号を適正に利用して、転送電話を提供してい

る事業者には、円滑なサービスの提供を促進いただいて、また利用者が安心してサービ

スを利用できるようにしていくために、転送電話に関するルールを明確化する観点から、

今回、検討が行われたものでございます。 

 ２ページ目をごらんください。検討の進め方でございますが、本年４月以降、電気通

信番号政策委員会におきまして、計５回の会合が開催されまして、事業者及び利用者の
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両方の視点から検討が行われてきました。まず、固定電話番号を使用する転送電話につ

きまして、この転送電話サービスを提供されている事業者さんを対象に、ヒアリングを

実施しまして、事業者によるサービスの提供実態がどうなっているか、提供形態の類型

につきまして、例えば、提供主体が総務省から直接固定電話番号の指定を受けた固定電

話事業者、番号指定事業者かどうか、あるいは、総務省から固定電話番号の指定を受け

ずに、番号指定事業者からサービスの卸提供を受けて固定電話を使用している事業者、

番号非指定事業者か、また提供内容についても、着信転送と発信転送のいずれか、ある

いは両方か、また対象が法人か個人か、また転送先のネットワークはどのようなものか

などに着目した類型を整理いたしました。 

 また、本件においては、固定電話番号を使用する転送電話における番号の識別性や信

頼性、そして、サービスの利便性に関する一般の利用者の方々の認識が大変重要になる

と考えられますので、ウエブによる回答を求める方式により利用者アンケートを行い、

１,０５０の有効な回答を得ました。 

 さらに、一般利用者の視点を踏まえた検討を行うため、消費者相談や消費者トラブル

の現場の意見、また最終消費者に不利益のないサービスのあり方等について、委員会の

中で、委員の方々によるプレゼンテーションなども実施いただきました。 

 ３ページをごらんください。各事業者で提供されている転送電話サービスにつきまし

て、事業ヒアリングを行い、提供形態を把握して、類型を整理した結果がこちらの図に

まとめられております。 

 まず、ページの上半分が番号指定事業者による転送電話サービスになりますが、全て

の固定電話サービス事業者において、左上のような着信転送サービスが、固定電話サー

ビスのオプションサービスの形で提供されております。これは、事業者Ａが提供する固

定電話サービスをＸ社が利用者として利用されていて、ふだんオフィスで固定電話を利

用されているＸ社の社員の方が、外出時などにも固定電話にかかってきた電話を受けら

れるようにするために、会社の固定電話番号から携帯電話などに転送を行う形態のサー

ビスで、番号区画内に利用者拠点があり、固定端末が固定回線を設置されています。こ

のような着信転送サービスは、法人向け、個人向けの両方が提供されており、転送区間

についても、携帯電話や０５０ＩＰ電話など、既に番号を有するサービスへの転送とな

っており、番号の観点から、何らかの規制がかかっている状況でございます。 

 次に、右上の図が番号指定事業者による発信転送サービスとなりますが、こちらは、
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Ｘ社の社員が外出中に携帯電話などから発信した場合でも、通話の相手には会社の固定

電話番号を見せる形で電話をかけることができるサービスとなります。これは、事業者

Ａが固定電話サービスと携帯電話サービスの両方を提供している場合のみ行われており、

また対象も、法人向けサービスのみとなっております。番号区画内に利用者拠点があり、

固定端末や固定回線も設置されているということでして、転送区間も着信転送の場合と

同様に、携帯電話や０５０ＩＰ電話など、既に番号を有するサービスへの転送ですので、

番号に係る何らかの規制がかかっております。 

 ページの下半分が、総務省から直接番号の指定を受けておらず、他事業者から卸提供

を受けてサービスを行っている番号非指定事業者の転送電話サービスとなります。この

転送電話のサービスを提供する事業者は、事業者Ａから卸提供を受けた事業者Ｄとなり

ますが、転送設備がクラウドＰＢＸである場合には、番号区画には、固定端末や固定回

線は設置されておらず、また利用者拠点に関しても、番号区画内にあるかどうか、確認

されている事業者が多いものの、確実ではないという状況でございます。このような転

送サービスは、主に法人向けに行われているとのことで、着信転送と発信転送の両方が

行われており、転送区間についても、番号のないインターネット網となる場合には、番

号に係る規制はかからない状況です。 

 ４ページをごらんください。これらを踏まえて検討を行った結果ですが、まず、地理

的識別性と社会的信頼性の確保に関する現状と課題についてです。現行制度では、番号

規則において、番号指定事業者には固定端末系伝送路設備に直接接続する交換設備等の

設置や、総務大臣が告示する地域（番号区画）ごとの市外局番等の使用などが義務づけ

られています。これにより、固定電話番号については、番号を見ることで地域が把握で

きる地理的識別性が確保されており、この点は、利用者アンケートでも、全体の８割以

上の方が、電話番号から地域を把握できることを「知っている」、また市外局番を見て

地域を「だいたいわかる」、また「居住地近くならだいたいわかる」、「わかる場所もあ

る」などと回答されています。また、６割の方が、市外局番を見て地域がわかることが

「重要」と回答されています。 

 また、地理的識別性に関しましては、固定電話網がＩＰ網に移行した後、２０２５年

以降につきましても、既存のメタル回線が維持されていく見込みですので、これに伴い、

番号区画についても維持されていく見通しとなっております。 

 他方、現行制度においては、転送電話について、番号を使用する場合における地理的
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識別性を確保するための基準が明確になっていないという状況がございます。我が国に

おいては、固定電話については、これまで番号指定事業者により現行制度が遵守されて

きており、また、固定電話が国民生活や社会経済における重要な基盤として、全国あま

ねく提供されてきた長年の実績や背景がございます。このため、固定電話番号の利用者

の方は、所在地が特定され、電話回線を設置する経済的な基盤などもあると認知されま

すので、社会経済活動や、通話において相手の信用を得やすいといった効果があり、通

話の相手が知らない人である場合などでも、一定の社会的な信頼性が確保されておりま

す。 

 委員会では、転送電話の場合には、固定電話番号ではなくて、０５０番号を利用して

はどうかといった議論もありましたが、法人ユーザーを中心に、０５０ではなく固定電

話番号を使用したいニーズが存在するということで、このニーズは、これまで固定電話

番号が確保してきた社会信頼性に支えられているということが、委員会及び事業者の共

通認識でございました。 

 また、利用者アンケートについても、多くの方が、固定電話番号が示す地域外に電話

が転送されることは問題であると認識されており、具体的には６６％の方が、固定電話

番号で示す地域と転送電話の契約者の所在地に結びつきがない状態で電話が転送される

ケースを「問題だ」と回答されていて、その半分以上の方が、固定電話番号が示す地域

と、契約者の所在地に結びつきの有無にかかわらず、「転送自体が問題」であると回答

されている状況です。 

 また、インターネットを経由する発信転送につきましては、過去の総務省の研究会に

おいても検討が行われており、その際には、地理的識別性や利用者保護の観点から問題

があるということで、「発信者番号を通知しない（非通知にする）ことが適当」と整理

されていた経緯がございますが、これまでこの実効性には課題がありました。 

 ５ページ目に参りまして、地理的識別性及び社会的信頼性の確保に関する方向性、考

え方でございますが、固定電話サービスは地域の住宅や事業所・公共機関といった拠点

との基本的な通信手段として、全国あまねく提供されているものであり、ＩＰ網への移

行後も、引き続き国民生活や社会経済活動において重要な役割を担っていくものと位置

づけられております。 

 固定電話を使用する転送電話につきましては、利用者が番号から想起する地域と実際

の発着信の場所が異なるということにはなるものの、番号区画内に拠点と固定回線など
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が存在する法人の職員の方が、営業や出張、テレワークなどの場合に、当該法人の固定

電話番号で発着信を行いたいという一定のニーズは存在しており、このようなサービス

については利用者利便に資すると考えられます。 

 他方で、番号区画内に転送契約者の拠点や固定回線などがない状態で、固定電話番号

を使用する転送電話につきましては、一般利用者の視点から見ると、信頼性や法人拠点

があるように装う、すなわち一般利用者の誤認を期待するといったサービスとなり、固

定電話が長年積み重ねてきた信頼性や、識別性といった、経験やコストに関するフリー

ライドになるのではないかといった議論がございました。このようなサービスが今後ど

んどん拡大していくとしますと、中長期的には固定電話番号の識別性や信頼性は損なわ

れていくことになり、やがては転送電話の利用ニーズや、市場そのものも縮退していく

ものと考えられます。 

 こうした点を踏まえまして、固定電話番号を使用して転送電話を提供する番号指定事

業者及び番号非指定事業者については、以下のような点を番号の使用条件とすることに

より、地理的識別性・社会的信頼性を確保していく必要があるとしております。 

 番号区画内に転送契約者の拠点（住所）が存在し、これを確実に担保するための実在

確認及び本人確認を徹底すること。そして、転送契約者の拠点に固定端末設備及び固定

端末系伝送路設備が設置されていて、固定電話番号の指定要件を満たした音声通信サー

ビスの発着信が可能であること。そして、これらの条件を満たせない場合には、発信転

送の場合などには転送電話の発信者番号を非通知とする。また、固定電話番号以外の番

号、例えば０５０番号などを使用することとしております。 

 ６ページに参りまして、転送電話の種類として、着信転送と発信転送の２種類がござ

いますが、着信転送については、一般利用者が通話したいという意思を持って固定電話

番号にかけてきた電話を、携帯電話等に転送して着信できるようにしたいものである一

方で、発信転送については、信頼されやすい固定電話番号に見せかけて、通話する意思

を持たない一般利用者に対して発信をするものになり、番号の識別性や信頼性の観点か

ら不適切な利用の温床となる可能性があるものであり、一般利用者が不利益をこうむる

可能性があると考えられます。 

 また、発信転送は法人向けサービスにで明確なニーズがあるとのことですが、個人向

けにおいては、ニーズは明確にはなっておりません。このため発信転送におきましては、

契約者の職員が営業や出張テレワークにおいて電話をかける場合など、転送契約者が個
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人ではなくて法人であり、実際に発信を行う者が当該拠点での活動実績、実際の勤務や

居住等があり、発信者番号への電話の折り返しが可能である場合に限って、当該拠点に

係る番号区画の固定電話番号を発信者番号として通知してもよいとすることが適当では

ないかと考えられます。 

 さらに、転送区間がインターネット網の場合には、国境に関係なく利用が可能となっ

てしまいますが、海外にいながら、携帯電話やインターネットにより発着信を行う転送

電話におきましては、通話の相手には日本の固定電話番号を発信者番号として通知をし

ないことが望ましいと考えられます。 

 続いて７ページをごらんください。通話品質の識別性のあり方についてです。現状で

は固定電話番号を利用する電話サービスでは、設備の技術基準により、ほかの電話に比

べて高水準の通話品質が確保されております。他方で、転送電話サービスの通話品質に

つきましては、転送区間の通話品質に依存することとなりますので、携帯電話や０５０

ＩＰ電話、またはインターネットと同等水準ということになり、特にインターネットに

よる転送区間につきましては、品質が低下して保証がないことになります。このため、

通話の相手が転送契約者とは知らずに発着信を行う一般利用者においては、固定電話番

号に電話をかけて通話料金も負担しているにもかかわらず、低水準の通話品質しか確保

されないといった不利益も予想されるところです。 

 利用者アンケートでも、固定電話からの発信がインターネットから発信されることに

ついて、全体の３５％の方がインターネットから転送されている旨を通知した上で転送

してほしい、２９％の方が、インターネットから転送しないでほしいと回答されており、

固定電話番号からの発信がインターネットから転送されている旨の通知方法については、

６割以上の方が電話応答の際に音声ガイダンスで通知をしてほしいと回答されています。 

 この方向性、考え方としましては、固定電話を利用して転送電話を提供する番号指定

事業者、番号非指定事業者については、以下の点を固定電話番号の使用条件として定め

ることにより、通話品質の識別性を確保することが必要としております。 

 まず、固定電話網以外の転送区間においては、現行の固定電話、携帯電話、または０

５０ＩＰ電話と同等水準の品質を確保することにより一定の通話品質を確保すること。

そして、これを満たせない場合、すなわち転送区間がインターネットとなる場合などに

は、その旨を通話相手となる一般の利用者の方が認識できるようにするための措置、こ

れは具体的には音声ガイダンス、または画面表示による通知ということで、特に着信転
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送の場合には音声ガイダンスによる通知を講じること。そして、「発信転送」で当該措

置を講じることが困難な場合には、発信者番号を非通知とすることとしております。 

 また、インターネットを経由する転送電話につきましては、転送区間の通話品質が保

証されていないため、通話品質が低水準となる可能性があることが、転送契約者及び一

般利用者に正しく認識されることが重要と考えられますので、利用者に対する周知啓発

に努めていくことも必要としております。 

 続きまして、８ページをごらんください。緊急通報の確保のあり方につきまして、現

状では現行制度上、番号指定事業者には「緊急通報を利用可能とすること」が求められ

ておりまして、固定電話の番号を付された電話端末、電話網から緊急通報に発信できる

ことが社会的にも広く認知されており、利用者アンケートにおいても、全体の８割近く

の方が固定電話番号や携帯電話番号を使用する電話から緊急通報を利用できることは重

要、どちらかと言えば重要と回答されています。 

 他方で、固定電話番号を表示する発信転送で緊急通報を行った場合に、緊急機関に通

知される固定端末の設置場所や通報者の位置情報が通報者の実態の場所と異なってしま

うこととなり、緊急機関における通報者情報の紐づけや、通報者へのコールバックが難

しくなり、犯罪捜査や人命救助等に支障を来す可能性がございます。また、番号非指定

事業者が提供する「発信転送」サービスでは、緊急通報は利用できないため、同サービ

スのみを利用する法人は、万が一の非常事態の場合に、緊急通報が適切に確保されない

可能性がございます。 

 このため、方向性、考え方としましては、緊急機関による通報者情報の紐づけや、通

報者へのコールバックを適切に確保する観点から、固定電話番号を使用して転送電話を

提供する番号指定事業者、番号非指定事業者において以下の対応が必要としております。 

 １つは、発信転送を利用する通報者においては、発信転送による緊急通報をしてしま

うと、緊急機関に通知される番号と実際の通報者情報に乖離が生じてしまいますので、

通報を行う場合には、転送電話からではなく、固定端末や転送元の携帯電話端末から行

うこととなっております。 

 ２つ目が、ＩＰ網への移行後は、従来の加入電話の回線保留機能のかわりに、コール

バック機能の確保が求められており、着信転送を利用している固定電話からの通報者は、

緊急機関からのコールバックの際に転送機能を解除する等の適切な措置を講じることが

必要とされております。 
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 また、番号非指定事業者が提供する「発信転送」においては、緊急通報を利用できな

い状況ですが、緊急通報を利用するためには、ほかの固定電話や携帯電話による通信手

段を確保しておく必要がある点について、利用者が誤認をしないよう十分な説明や周知

が必要としております。 

 ９ページ目に参りまして、番号指定事業者から卸提供を受けてサービスを行う番号非

指定事業者による転送電話の現状についてです。番号非指定事業者が、転送電話を提供

するために使用している固定電話番号は、必ず番号指定事業者が総務省から指定を受け

た固定電話番号になっており、当該番号指定事業者から電気通信役務の卸提供を受ける

ことにより番号が使用可能となっています。 

 しかしながら、現行制度におきましては、番号指定事業者が卸提供した番号を、番号

非指定事業者が転送電話を提供するために使用する場合に対する基準は明確になってい

ない状況にあり、番号非指定事業者が実際に番号を使用して、転送電話などのサービス

を提供している実態があるにもかかわらず、番号非指定事業者に対する卸番号の使用に

関する規律がない状況になっております。このため、番号指定事業者による他の事業者

への固定電話番号の卸提供に関する対応は事業者ごとにさまざまになっており、卸先事

業者に対して提供形態の制約をかけているケースもあれば、かけていない、自由な提供

を容認しているケースもあるといった状況です。 

 この方向性、考え方としましては、平成３０年電気通信事業法の改正において、番号

の卸提供に関する制度の整備が行われることを契機としまして、転送電話の提供に使用

される番号の適正な使用を確保するため、番号指定事業者が卸提供した番号を、番号非

指定事業者が転送電話の提供に使用する場合のルールの整備が必要としております。 

 具体的には、事業者が作成する「電気通信番号使用計画」及び番号の使用状況等に関

する定期報告などにより総務省において番号指定事業者による番号の卸提供、再卸提供

や再々卸提供を含む状況について、卸番号数や卸先事業者名、卸先事業者による転送電

話の提供状況など、番号非指定事業者が卸提供を受けた番号の使用状況、番号の再卸の

状況を確認することが必要としております。 

 最後に、１０ページでございますが、本検討に関する今後の取り組みにつきまして、

本報告書により適正な番号使用のもとで働き方改革などの利用者利便に資する転送電話

の円滑な提供が推進され、転送電話にかかわる一般利用者の利益が保護されるための方

向性が明確化されました。これを受けて、関係事業者においてはサービスの提供や利用
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者対応、事業者間の調整や説明・周知、番号の卸元事業者から卸先事業者への説明・周

知などを行うことにより、利用者利便の一層の向上や消費者保護を図ることが必要と考

えられます。 

 また、総務省においても、本検討及び報告書の内容を実効性あるものとしていくため

に必要となる制度整備を速やかに進め、関係事業者の取り組みを促進するとしておりま

す。さらに、番号の識別性や信頼性を適切に確保するためには、発信者番号の偽装表示

の対策が必要と考えられます。転送電話の提供形態の多様化に伴う発信者番号偽装表示

の課題について、一般社団法人電気通信事業者協会による検討・整理や、必要な対策の

見直し等を行っていくこととしております。 

 また、先ほど要件を満たさない場合には、固定電話番号以外の番号を利用すべきとの

記述がありましたが、電話サービスにおいては、固定電話番号以外にも、ＩＰ電話のた

めの０５０番号や、ＦＭＣサービスのための０６００番号など、サービスの特性に応じ

たさまざまな番号が利用可能となっており、こういったさまざまな番号をうまく活用い

ただいて、働き方改革の一層の推進などが求められております。総務省においても、用

途に応じた適切な番号の使用の促進や、番号の信頼性向上のための環境整備に努めてい

くとしております。 

 また、番号政策委員会としましては、本報告書に基づく関係者の取り組みが適切に実

施されていくよう、フォローアップや、必要な検討を実施していくとしております。 

 以上でございます。 

○山内部会長  どうもありがとうございました。 

 これについて、一井委員、あるいは河村委員から何か追加的なコメントはありますか。 

○一井専門委員  今のところはございません。 

○山内部会長  それでは、ご説明いただきました内容について、ご質問、ご意見等あれ

ばご発言を願いますが、いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○熊谷委員  どうもありがとうございました。 

 ４月１０日の本件の諮問の際に私が申し上げたのは、バランスをとったきめの細かい

議論をぜひお願いしたいということでして、今回の報告書は、基本的に私が申し上げた

ことに非常に丁寧に応えていただいたのではないか、そういう感想を持っております。 

 具体的には、固定電話のやはり最大のポイントというのが、一般の利用者の視点から
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見ると、社会的な信頼性の高いサービスであるということ。具体的には市外局番による

地域性ですとか高い通話の品質、そして緊急の速報、通報が可能であるというようなこ

との確保が求められている。 

 他方で、ご説明があったように、転送電話を使うと、固定電話以外の電話を使って、

通話の相手に信頼されやすいような固定電話からあたかも電話をかけたように見せかけ

ることが可能になる。確かに、法人職員だとか営業の方が、テレワークのときに会社の

代表番号を表示して電話すると、そういうニーズに応えることができる便利なサービス

ではあるわけですけれども、やはりこれを悪用したような詐欺の案件なども出ていると

いうことを仄聞するところであります。 

 したがって、結論としては、今回の報告書で、事業者、そして転送電話の利用者、さ

らには一般の消費者というそれぞれの視点から、非常に多面的で丁寧な形で議論を進め

ていただいて、どういうような転送電話が許容されて、どういうものが許容されないか

というルールのあり方について考え方を整理していただいたということは、非常に意義

のあることだと思いますし、評価をしたいと思います。 

 報告書の内容に関しては、全く異存はございません。以上です。 

○山内部会長  ありがとうございました。 

 そのほかにご発言。どうぞ。 

○知野委員  今回、消費者のアンケート調査を踏まえて、電話番号の表示、地域性等に

ついて、かなり信頼性を持っているとか、いろいろ現実が浮き彫りになったと思います。 

 それで、フォローアップを進められるということで、最後の１０ページに電気通信事

業協会の検討・整理とか、これから委員会としてもフォローアップをやっていくという

ことを上げていますけれども、一方で現実がどんどん進んでいく中で、やはり急ぐ必要

があるのではないかと思います。フォローアップのタイミング、時間軸としては、いつ

ぐらいまでにこういう検討の結果を出し、対策をとっていこうとお考えでしょうか。 

○山内部会長  事務局、お願いします。 

○深堀番号企画室長  ありがとうございます。電気通信事業者協会さんとは、この報告

書の内容を踏まえてご相談をさせていただきまして、この報告書を踏まえた何らかの検

討の場を立ち上げていただいて、検討を開始していただけると伺っております。 

 いつまでに検討の結果が出るかというところまでは、現時点では判明しておりません

が、なるべく速やかに検討を進めていただくようにお願いをしたいと思います。 
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 また、総務省におきましても、先ほど申し上げましたとおり、これから改正事業法に

基づく省令改正等を予定しておりますが、その中でこの件についても適切に取り上げて

いくことによって、サービスについては展開はされていくということではございますけ

れども、おくれないようにしっかり対応を進めていきたいと考えております。 

○知野委員  そうですね。進む現実にどれだけ早く対応するかということもありますし、

それから、その過程において、やはり今こういうことが行われている、注意をしなきゃ

いけないということなどをもっと説明していったほうがいいのではないかと感じました。 

 以上です。 

○山内部会長  ほかにご発言ございますか。特によろしゅうございますか。 

 それでは、ご質問と、また、ご意見をいただきましたけれども、お聞き及びのように、

本報告書について、大きな修正を要するというご意見はなかったというふうに理解して

おります。つきましては、本報告書を当部会の答申案として了承して、意見招請の手続

を行いたいと思いますが、よろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

○山内部会長  ありがとうございます。それでは、事務局は具体的な手続をお願いいた

します。 

 

閉  会 

 

○山内部会長  それでは以上で本日の議題は終了ということになりますが、委員の中か

ら特にご発言があれば承りますが、いかがですか。よろしいですか。 

 事務局はいかがでしょうか。 

○後潟管理室長  ございません。 

○山内部会長  それでは、本日の会議を終了させていただきます。 

 なお、次回の日程等につきましては、開催日が決まり次第、事務局よりご連絡を申し

上げます。 

 以上で閉会といたします。どうもありがとうございました。 

 

 


